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３ 子どもを守る ～児童虐待やいじめへの対応～

〇一方、将来世代に負担を先送りしない、持続可能な財政運営を確立するため、可能

な限り県債発行（臨時財政対策債等を除く）を抑制するとともに、総人件費の抑制を図

るなど、財政健全化への取組を進めます。

予算規模

◆平成２５年度当初予算（一般会計）は、対前年度当初予算比０．８％増の６，７４９億

円で２年ぶりのプラス予算 （平成２４年度当初予算額：６，６９３億円）

平成２４年度２月補正予算（基金積立金除き）をあわせた１４ヶ月予算では、３．８％

増の６，９４５億円

国の平成２５年度一般会計予算 ＋２．５％

平成２５年度地方財政計画 ＋０．１％

◆義務的経費は、対前年度当初予算比０．９％増の４，１７５億円

（平成２４年度当初予算額：４，１３９億円）

・人件費 対前年度当初予算比３．３％減の ２,１２６億円
※国の「平成２５年度地方財政対策」において地方公務員給与費の減額等が計上されたことに伴う歳

入減への当面の対応として、人件費の一部（７５億円）の予算計上を見送り。

・社会保障関係経費 〃 ５．４％増の ９２１億円

・公債費 〃 ５．８％増の １,１２９億円

児童虐待への対応において、法的対応や介入型支援を的確に行う

ため、弁護士等専門人材の活用や職員に対する研修の充実を図ると

ともに、市町の児童相談体制の一層の強化を支援します。

子どもたちが安心して学ぶことができる環境づくりを強化するため、

学級満足度調査を活用した子どもたちの問題解決能力を育成する取

組を進めるとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーの配置・派遣を拡充します。

子どもたちを通学路における危険から守るため、交通安全施設や防

犯施設等の充実・整備に取り組みます。

予 算 全 体 の 姿
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◆投資的経費は、対前年度当初予算比０．５％増の１，０９２億円

（平成２４年度当初予算額：１，０８６億円）

平成２４年度２月補正予算をあわせた１４ヶ月予算では、１８．３％増の１，２８６億円

公共事業は、１４ヶ月予算で対前年度当初予算比１６．１％増の１，０２３億円

（平成２４年度当初予算額：８８１億円）

財政健全化への取組

◆県債発行の抑制

将来世代に負担を先送りしない、持続可能な財政運営を確立するため、可能な限り

県債発行（臨時財政対策債等を除く）を抑制し、平成２４年度当初予算における計上額

から７．２％減の６４１億円（平成２４年度２月補正予算を含む）を計上。

（平成２４年度当初予算計上額：６９１億円）

平成２６年度末の県債残高（臨時財政対策債等を除く）を、平成２３年度末よりも

減少させる目標の達成に向けて、中期財政見通しで示した発行額の範囲内に抑制。

平成２４年度（１２月補正後）計上額 ７１１億円

平成２４年度２月補正による追加計上額 １１１億円

平成２５年度当初予算における計上額 ５３０億円

計 １,３５２億円

中期財政見通しにおける県債発行額（見込） １,３８８億円

◆総人件費の抑制

一般職給与費については、本県独自の給与の特例的な減額措置は終了するものの、

実質ベースで平成２４年度当初予算額以下。

（参考）予算計上見送り分（７５億円）を加えた一般職給与費 ２,１４２億円

（平成２４年度当初予算額：２,１４２億円）

（参考）県債残高（中期財政見通し）

平成24年度（当初＋補正）＋平成25年度当初＝1,388億円

（単位：億円）

H24 H25 H26 H27

8,232 8,224 8,185 8,096

当初予算計上 691 671 663 624

補正予算計上 26 26 26 26

元金償還金 675 705 728 739

参考：H23年度末残高
8,190億円（最終補正後）

臨時財政対策債等を除く県
債残高
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三重県観光キャンペーン事業（関係部局） ５２７，９２０千円

三重県観光キャンペーン推進協議会負担金（観光・国際局） ２０１，２００千円

観光関連緊急雇用創出事業費（観光・国際局） ８８，８８９千円

国内誘客推進事業費（観光・国際局） ６５，４５３千円

教育旅行誘致事業費（観光・国際局） １，００２千円

世界に誇れる三重県観光モデル構築事業費（観光・国際局） ４，９００千円

熊野古道シャトルバスの活用による熊野古道の魅力増進事業費（観光・国際局）

１３，２００千円

首都圏営業拠点推進事業費（雇用経済部）の一部 ６６，９９９千円

首都圏営業拠点開設に向けた情報発信事業費（雇用経済部） ８，８０５千円

戦略的営業活動展開推進事業費（雇用経済部） ２９，８４３千円

平成おかげ参りプロジェクト（農林水産部） １０，６２９千円

熊野古道世界遺産登録10周年事業費（南部地域活性化局） １６，０００千円

多様な連携による地域文化発信事業費（環境生活部） ２１，０００千円

20年に一度の神宮式年遷宮の好機を生かし、「三重県観光キャンペーン～実はそれ、

ぜんぶ三重なんです！～」を実施し、全庁を挙げて本県の観光ＰＲに取り組む。

（主な事業）

（一部新規）三重県観光キャンペーン推進協議会負担金（観光・国際局）

２０１，２００千円

本県への来訪拡大及び県内での周遊性・滞在性の向上を図るため、神宮式年遷

宮の好機を生かし、平成25年度から３年間「三重県観光キャンペーン～実はそれ、

ぜんぶ三重なんです！～」を実施し、関係者と一体となったＰＲ及び誘客活動等

を展開する。

首都圏営業拠点推進事業費（雇用経済部） ２４１，１７５千円

首都圏における営業活動を総合的、戦略的に進めるため、平成 25 年夏に東京日

本橋において首都圏営業拠点を設置する。

（新規）首都圏営業拠点開設に向けた情報発信事業費（雇用経済部）

８，８０５千円

（一部新規）戦略的営業活動展開推進事業費（雇用経済部） ２９，８４３千円

首都圏営業拠点の開設に向けてプレイベントやオープニングイベントを行うと

ともに、営業拠点において三重ファンを獲得するための講座やセミナーを開催す

るほか、応援企業や応援店舗と連携した「三重フェア」の開催など、本県の魅力

を前面に打ち出した営業活動を展開し、首都圏における情報発信に取り組む。

三重県のブランド力アップ ～三重の魅力を大きく発信～
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（新規）平成おかげ参りプロジェクト（「三重県産品営業拡大支援事業費」の一部）

（農林水産部）１０，６２９千円

神宮式年遷宮に合わせ、全国百貨店で観光物産展を開催する「平成おかげ参り

プロジェクト」を推進し、県内への誘客と県産品の販路拡大に取り組む。

（新規）熊野古道世界遺産登録 10 周年事業費（南部地域活性化局）

１６，０００千円

平成 26 年度の熊野古道世界遺産登録 10 周年に向け、地域や関係機関と連携し

てプレイベントやキャンペーンなどを行う。

（新規）多様な連携による地域文化発信事業費（環境生活部）２１，０００千円

神宮式年遷宮の機会をとらえ、文化会館、図書館、美術館など「文化交流ゾー

ン」を構成する施設等が連携し「伊勢」をテーマにシンポジウム、展覧会、演劇

などさまざまな取組を行う。

※上段（ ）は平成２４年度２月補正予算を含む額。

河川堆積土砂対策事業（「県単河川局部改良費」及び「公共土木施設維持管理費」

の一部）（公共）（県土整備部） ７００，０００千円

河川における洪水時の流下能力を確保するため、河川堆積土砂の撤去を行う。

（４９０，４１０千円）

緊急復旧治山事業費（公共）（農林水産部） ４３９，１１０千円

紀伊半島大水害により甚大な被害が発生した地域において、災害防止のための

治山ダム等の整備を行う。

海岸保全施設緊急地震・津波対策事業（「海岸高潮対策（海岸）費」、「県単海岸局

部改良費」等の一部）（公共）（県土整備部） （２，１３０，５５０千円）

２，０２５，５５０千円

海岸堤防における脆弱箇所の補強対策を国の補正予算も活用しながら加速させ

るとともに、耐震対策（堤防基盤の液状化対策）を進める。また、避難時間の確

保や操作者の安全を確保するため、防潮扉の動力化を進める。

地域を守る ～防災・減災対策の推進～
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（１，０１５，１００千円）

県営漁港施設機能強化事業費（公共）（農林水産部） ８６４，１００千円

大規模地震や津波等の自然災害に備えるため、防波堤、護岸のかさ上げ及び岸

壁の耐震化を行い、県営漁港施設の機能強化を図る。

土砂災害警戒区域等基礎調査事業（「国補砂防等調査費」）（公共）

（県土整備部）２５１，１００千円

土砂災害から人命を守るため、土砂災害のおそれのある区域の明確化や警戒避

難体制の支援に向けて基礎調査を実施するとともに、土砂災害警戒区域等の指定

を進める。

土地改良施設（排水機場等）の老朽化対策（「基幹土地改良施設防災機能拡充

保全事業費」の一部）（公共）（農林水産部） （５１８，７２０千円）

２８２，３２０千円

局地的な集中豪雨や台風時の農地被害の軽減を図るため、老朽化した土地改良

施設（排水機場等）の改修を行う。

公共土木施設の点検（「国補道路維持管理費」、「広域河川改修費」等の一部）

（公共）（県土整備部） （４４２，０６０千円）

－ 千円

今後、多くの公共土木施設の老朽化が進む中、道路構造物等や河川管理施設等

の計画的かつ効果的な修繕・更新等を着実に行うため、国の補正予算を活用しつ

つ、公共土木施設の老朽化による劣化等の状況を把握するための点検を実施する。

新たな防災・減災対策推進事業費（防災対策部） ２３，９７４千円

災害に強い三重づくりの共通指針とするため、「三重県地域防災計画（震災対

策編）」を抜本的に見直すとともに、「三重県新地震・津波対策行動計画」を策定

し、県民の皆さんをはじめ、事業者、地域、関係機関への浸透を図り、防災・減

災の取組を着実に推進する。あわせて、紀伊半島大水害での課題を踏まえ、「三

重県地域防災計画（風水害等対策編）」の見直しを進める。

（新規）コンビナート防災対策推進事業費（防災対策部） １４，６１２千円

東日本大震災で明らかとなった課題等を踏まえた、「三重県石油コンビナート等

防災計画」の見直しを進めるため、防災アセスメント調査（被害想定）を実施す

る。
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地域減災対策推進事業費（防災対策部） ３２１，３００千円

緊急かつ集中的に実施してきた「三重県緊急地震対策行動計画」の取組や、平

成 24 年度に実施した津波避難に関する三重県モデル事業、「避難所運営マニュア

ル策定指針」の改定などの成果を踏まえ、補助メニューを見直すとともに、新た

に洪水・土砂災害避難対策を加え、市町が新たに行う減災対策への支援を強化す

る。

待ったなし！耐震化プロジェクト（県土整備部） ２８７，７６３千円

地震による被害を軽減させるため、木造住宅の耐震診断、耐震補強等を支援し、

住まいやまちの安全性を高める。

（新規）高齢者関係施設耐震改修補助事業費（健康福祉部） ９４，０５８千円

特別養護老人ホームの利用者の安全安心を確保するため、施設の耐震化に要す

る経費を補助する。

障がい者施設耐震化等整備事業費（健康福祉部） ７９８，６１９千円

障がい者施設の利用者の安全安心を確保するため、施設の耐震化等に要する経

費を補助する。

私立学校校舎等耐震化整備費補助金（環境生活部） ５６，５９４千円

私立学校の生徒等が安心して学ぶことができる環境を確保するため、校舎等の

耐震化に係る経費を補助する。

※上段（ ）は平成２４年度２月補正予算を含む額。

（新規）児童虐待法的対応推進事業費（子ども・家庭局） ５８，４９０千円

児童虐待への対応において、法的対応や介入型支援を的確に行うため、児童相

談センターに、新たに弁護士等専門人材の活用を図る。また、援助方針の判断の

的確性等を高めるため、アセスメントツールの研究開発を行うとともに、虐待事

例のリスク情報を共有化できるシステムを導入する。

子どもを守る ～児童虐待やいじめへの対応～
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（新規）市町児童相談体制支援推進事業費（子ども・家庭局）７６，００３千円

市町の児童相談体制の強化を図るため、市町のケース会議等に新たに専門家を

派遣することにより指導・助言を行うとともに、ケース情報の適正な管理を行う

ための児童相談記録システムの導入を促進する。

（一部新規）ひとり親家庭学習支援ボランティア事業（「ひとり親家庭等日常生活

支援委託事業費」の一部）（子ども・家庭局） ３，０００千円

（一部新規）生活保護学習支援事業（「生活保護適正化推進事業費」の一部）

（健康福祉部） ８，０８６千円

児童養護施設入所児童学習支援事業（「家庭的養護体制充実支援事業費」の一部）

（子ども・家庭局）８，４５８千円

ひとり親家庭、生活保護世帯、児童養護施設の子どもたちが主体的に学び、自

ら課題を乗り越える力を引き出すため、大学生等のボランティアなどによる学習

支援を行う。

（新規）いじめを許さない「絆」プロジェクト事業費（教育委員会）

３８，４９８千円

深刻化するいじめの未然防止を図り、子どもたちが安心して学ぶことができる

環境づくりをさらに推進するため、学級満足度調査を活用した子どもたちの問題

解決能力を育成する取組を進める。また、いじめをはじめとする生徒指導上の課

題の解決に対し、総合的に支援できる指導者の育成を図る。

（新規）スクールカウンセラー等緊急活用事業費（教育委員会）

６１，６９５千円

いじめや体罰等の問題への早急な対応を図るため、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーの配置及び派遣を拡充し、教育相談体制を充実する。

また、スクールソーシャルワーカーを県立高校に配置し、不登校や中途退学等の

課題の解決や未然防止を図る。

（新規）いじめ巡回相談員配置事業費（教育委員会） ３６，３４７千円

スクールカウンセラーの未配置校のうち、いじめ問題への対応が必要な小学校

に対し、いじめ巡回相談員を派遣して、学校生活に不安を抱えたり、集団の中で

うまく関係を持てない児童や、子育てに戸惑う保護者との日常的な関わりを通し

て、いじめ等の未然防止、早期発見・早期対応を図る。
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運動部活動充実事業費（教育委員会） ２５，１４９千円

運動部活動を充実させるため、中学校及び高等学校の運動部活動に、地域のス

ポーツ人材を外部指導者として派遣するとともに、教員や外部指導者を対象とし

た講習会等の開催により、体罰をはじめとした運動部活動の課題について見識を

深め、指導者の資質や指導力の向上を図る。

通学路における歩行空間の改善（「県単道路交通安全対策費」、「道路維持・地域活

力基盤創造事業費」等の一部）（公共）（県土整備部） （５００，０００千円）

２００，０００千円

通学路の安全確保を図るため、文部科学省、国土交通省及び警察庁の緊急合同

点検結果を踏まえた、歩道の整備や路肩のカラー化等の交通安全対策を進める。

（新規）子ども見守り事業費（警察本部） １９，１５２千円

学校や塾帰りの子どもたちを犯罪被害から守り、子どもたちが安心して歩くこ

とのできる道路や公園等の公共空間を確保するため、老朽化したミニスーパー防

犯灯を早急に新しい防犯機器に更新する。

（９７，００７千円）

（新規）通学路緊急安全対策事業費（警察本部） － 千円

子どもたちが安心して通学できる道路交通環境を確保するため、三省庁による

緊急合同点検結果等に基づき、通学路の中で早急に整備が必要な箇所について、

緊急に横断歩道標示や路側標識の交通安全対策を実施する。

〈ライフイノベーションの推進〉

（新規）みえライフイノベーション総合特区基盤整備事業費（健康福祉部）

１８，５２４千円

「みえライフイノベーション総合特区」（平成 24 年度指定）における取組を推

進するため、総合特区地域協議会やＭｉｅＬＩＰ（研究開発支援拠点）連絡会議

を設置・運営するとともに、国内外の企業等への本特区の戦略的ＰＲ活動や海外

連携、広域連携を促進する。

新たな仕組みの構築など諸課題への的確な対応
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（一部新規）みえライフイノベーション総合特区促進プロジェクト事業費

（健康福祉部） ４０，４３２千円

企業等の競争力強化を図るため、技術力があり、製品開発の意欲が高い企業等

に対して、研究や技術支援、試作品の補助金交付等の支援を行う。また、新たな

産業の創出の可能性調査を実施し、今後の戦略的な製品化促進プロジェクトを検

討・実施する。

〈新しい文化振興方針の策定と新県立博物館の整備〉

（新規）文化振興方針策定経費（「文化活動連携事業」の一部）（環境生活部）

６，０００千円

平成 19 年度に策定した「三重の文化振興方針」について、教育、産業、観光な

どの他分野との連携といった幅広い視点から今後の文化行政のあり方を検討し、文

化審議会の開催や県民の意識調査など外部の意見も幅広く取り入れながら、10 年

先を見据えた新しい指針を策定する。

新県立博物館整備事業費（環境生活部） １，５４３，６７６千円

平成 26 年春の開館に向けて、展示製作、情報システムの構築などの施設整備や

広報活動を進めるとともに、ＭＭＭ（みえマイミュージアム）プロジェクトなど

県民参加型の取組や多様な主体との連携により、“みんなでつくる博物館”のため

の組織や運営の仕組みを構築する。

〈みえ森と緑の県民税導入の準備〉

（新規）みえ森と緑の県民税導入準備費交付金（「賦課調査事務費」の一部）

（総務部） １９，５９４千円

みえ森と緑の県民税の賦課徴収に要する市町税システムの改修経費等を市町に

対して交付する。

（新規）みえ森と緑の県民税導入準備事業費（農林水産部） １７，５３６千円

災害に強い森林づくりや県民全体で森林を支える社会づくりを進めるために導

入するみえ森と緑の県民税について、県民の皆さんの理解促進のため、職員によ

る県民説明会をはじめ様々な媒体（フリーペーパー、ラジオ、ケーブルテレビ

等）を用いた丁寧な周知を行う。また、平成 26 年度にみえ森と緑の県民税の税収

を活用した事業を迅速に展開できるよう、県による森林整備の事業予定地の調査、

市町との協議等、必要な事前準備を行う。
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〈失業者への雇用・就業機会の提供〉

緊急雇用創出事業（関係各部） １，１６７，３９６千円

緊急雇用創出基金事業補助金（雇用経済部） ８９０，０００千円

失業者の雇用の場を確保し生活の安定を図るため、緊急雇用創出事業臨時特例

基金を活用し、雇用・就業機会の提供を行う。（雇用創出：５６０人（県分）、

４３９人（市町分））

（新規）起業支援型雇用創造事業費（雇用経済部） １，８４９，４５０千円

失業者の雇用の場を確保し生活の安定を図るため、緊急雇用創出事業臨時特例

基金を活用し、起業10年以内の若い企業を主な対象に、地域資源を活用したサー

ビスの提供等に係る取組を支援する。（雇用創出：３４７人（県分）、１００人

（市町分））

〈国民体育大会の開催に向けた準備〉

（新規）三重県国民体育大会運営基金積立金（スポーツ推進局）

２００，０００千円

平成 33 年度に本県で開催する国民体育大会の運営経費については、多額の費用

が必要と想定されるため、財政負担の平準化を図ることを目的として三重県国民

体育大会運営基金を新たに設置する。



12

※上段（ ）は平成２４年度２月補正予算を含む額。

（２０３本） （５０，２７９百万円）

「選択・集中プログラム」 事業本数 ２０１本 事業費計 ４２，９４４百万円

（１３５本） （４７，４６１百万円）

Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト １３３本 ４０，１２５百万円

Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト ４８本 ２，３６７百万円

Ⅲ 南部地域活性化プログラム ２０本 ４５１百万円

Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト

〈緊急課題解決１ 命を守る緊急減災プロジェクト〉

新たな防災・減災対策推進事業費（防災対策部）

２３，９７４千円（再掲）

（新規）コンビナート防災対策推進事業費（防災対策部）

１４，６１２千円（再掲）

地域減災対策推進事業費（防災対策部）３２１，３００千円（再掲）

海岸保全施設緊急地震・津波対策事業（公共）（県土整備部）

（２，１３０，５５０千円）

２，０２５，５５０千円（再掲）

県営漁港施設機能強化事業費（公共）（農林水産部）

（１，０１５，１００千円）

８６４，１００千円（再掲）

待ったなし！耐震化プロジェクト（県土整備部） ２８７，７６３千円（再掲）

（新規）高齢者関係施設耐震改修補助事業費（健康福祉部）

９４，０５８千円（再掲）

障がい者施設耐震化等整備事業費（健康福祉部） ７９８，６１９千円（再掲）

私立学校校舎等耐震化整備費補助金（環境生活部） ５６，５９４千円（再掲）

「みえ県民力ビジョン・行動計画」の推進
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〈緊急課題解決２ 命と地域を支える道づくりプロジェクト〉

（９，１４４，０７５千円）

命を支える道づくり事業（公共）（県土整備部） ８，９９０，０００千円

緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を担う「新たな命の道」を確保する

ため、紀勢自動車道や熊野尾鷲道路等の幹線道路及びこれらにアクセスする道路

の整備を進めるとともに、紀伊半島のミッシングリンクとなっている未事業化区

間（熊野大泊～新宮）の早期事業化に努める。

（１２，７２６，１１３千円）

地域を支える道づくり事業（公共）（県土整備部） ７，１４８，２８０千円

産業活動や観光交流に伴い増加する交通需要に対応するため、交通渋滞の解消に

資する新名神高速道路や東海環状自動車道等の幹線道路及びこれらにアクセスす

る道路の整備を進める。

〈緊急課題解決３ 命と健康を守る医療体制の確保プロジェクト〉

（一部新規）医師等キャリア形成支援事業費（医療対策局） ９７，０３２千円

医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおいて、

新たに県内の医師需給状況等の把握や将来推計を行うことにより、今後の重点化

すべき施策を検討するとともに、若手医師がへき地や医師不足地域を含む県内の

複数医療機関でキャリア形成する仕組みづくりを進める。

医師確保対策事業費（医療対策局） ９１９，４８０千円

医師不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修病

院の魅力向上、勤務医負担軽減、女性医師等への子育て・復帰支援等の取組を通

じて、救急医療を中心的に担う若手医師等の県内定着を進める。

看護職員確保対策事業費（医療対策局） ２００，２８０千円

県内医療機関における看護職員不足の解消のため、病院内保育所の運営支援等

に取り組むとともに、就労環境改善のためのアドバイザーの派遣や看護管理者の

研修会を実施し、看護職員の離職防止、復職支援を図る。

（新規）在宅医療推進事業費（医療対策局） ９，０５３千円

在宅医療の充実を図るため、多職種連携による事例検討会の開催など、市町の

在宅医療連携体制の構築に向けた取組を支援するとともに、県民の皆さんに対し

て在宅医療・在宅看取りの普及啓発を行う。
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地域周産期医療再生計画事業費（医療対策局） １２０，６３２千円

周産期医療体制の一層の強化を図るため、現在、三重中央病院に配置している

新生児ドクターカーの更新を行うとともに、引き続き、母体･胎児集中治療管理室

（ＭＦＩＣＵ）整備への支援など、県内の周産期母子医療センターの機能強化を

進める。

〈緊急課題解決４ 働く意欲が生かせる雇用確保プロジェクト〉

（一部新規）ニュービジネス創出人材育成事業費（雇用経済部）

１４，５７６千円

中小企業の新分野進出（ニュービジネス創出）を促進するため、新たに首都圏

営業拠点を活用したビジネスマッチング等による三重の若手経営者と首都圏の企

業家との出会いの場の構築など人的ネットワークづくりに取り組む。

（一部新規）女性の就労支援事業費（雇用経済部） １６，７６０千円

女性の就労を促進するため、子育て期にある就労意欲を持つ女性を中心に相談

支援や講座・セミナーの開催のほか、新たに女性経営者等との意見交換を行うな

ど就労につながる取組を展開する。

〈緊急課題解決５ 家族の絆再生と子育てのための安心プロジェクト〉

（一部新規）家庭の養育力向上事業費（子ども・家庭局） ４，５９１千円

子育ての不安感や負担感の軽減を図るため、参加体験型のプログラム「親なび

ワーク」を、児童虐待未然防止の観点も踏まえて、乳幼児の親を重点的な対象と

して、リニューアルする。

放課後児童対策事業費補助金（子ども・家庭局） ７９６，６９０千円

放課後の子どもの遊びの場や生活の場として安心して過ごせる場所を確保し、

子育てと仕事の両立支援を図るため、放課後児童クラブの設置や運営に対して、

市町の要望を踏まえ支援を行う。

子ども医療費補助金（健康福祉部） ２，３２６，５３３千円

子どもが必要な医療を安心して受けられる環境を確保するため、市町が行う子

ども医療費助成事業に要する経費について補助を行う。
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〈緊急課題解決６「共に生きる」社会をつくる障がい者自立支援プロジェクト〉

（新規）障がい者雇用支援の新たなしくみづくり検討事業費（雇用経済部）

１，０８４千円

障がい者に対する理解と雇用の促進を図るため、調査・課題分析を行うととも

に雇用促進会議設置によりアンテナショップカフェ等新たな仕組みづくりの検討

を行う。

こども心身発達医療センター（仮称）整備事業費（子ども・家庭局）

３８３，３４５千円

子どもの心身の発達支援体制の強化をめざして、「こども心身発達医療センター

（仮称）」の整備を進めるため、各種調査・設計委託を行うとともに、工事に着手

する。

〈緊急課題解決７ 三重の食を拓
ひら

く「みえフードイノベーション」～もうかる

農林水産業の展開プロジェクト〉

（一部新規）三重県産品営業拡大支援事業費（農林水産部）

４５，３０４千円（一部再掲）

県産品の国内外での認知度向上、販路開拓を支援するため、県内へのバイヤー

等の招へい、展示商談会への出展やアドバイザー派遣等により、県内事業者の商

談や意見交換の場づくりを行う。また、台湾及びタイでの物産展を開催し、海外

への県産品の輸出拡大に取り組む。

さらに、神宮式年遷宮に合わせ、全国百貨店で観光物産展を開催する「平成お

かげ参りプロジェクト」を推進し、県内への誘客と県産品の販路拡大に取り組む。

みえフードイノベーション運営事業費（農林水産部） ３２，１４８千円

もうかる農林水産業を実現するため、生産者や食品産業事業者、大学など産学

官の多様な主体による「みえフードイノベーション・ネットワーク」を推進し、

さらなるプロジェクトの創出や県外からの来訪者を意識した商品づくりに取り組

み、売れる新商品の開発を強化する。

（一部新規）関西圏営業基盤構築事業費（雇用経済部） ５，９９５千円

関西圏での三重ファンの獲得や販路拡大、観光誘客につなげるため、「三重フェ

ア」や小売・流通業者に対する営業活動を行うとともに、ネットワーク強化等営

業基盤構築に取り組む。
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〈緊急課題解決８ 日本をリードする「メイド・イン・三重」～ものづくり推進

プロジェクト〉

（一部新規）県内中小企業海外展開促進事業費（雇用経済部）４３，５３５千円

中小企業の海外展開を支援するため中国及び東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡ

Ｎ）にビジネスサポートデスクを引き続き設置するとともに、ＩＣＥＴＴのネッ

トワークを活用した環境ビジネス展開支援の方向性を検討する。

（新規）三重県中小企業振興条例（仮称）調査検討事業費（雇用経済部）

１，９４４千円

中小企業や小規模事業者が、今後も競争力を維持し、地域を支える存在として

重要な役割を果たすことができるよう、「三重県中小企業振興条例（仮称）」の制

定に向けた調査検討を行う。

〈緊急課題解決９ 暮らしと産業を守る獣害対策プロジェクト〉

（一部新規）獣害につよい地域づくり推進事業費（農林水産部）

７５９，１３６千円

集落ぐるみで獣害対策に取り組む地域を支援するため、地域リーダーの育成支

援等を行う。また、国の交付金を活用し侵入防止柵などの施設整備を促進する。

さらに、集落ぐるみで行う追い払い活動に対して支援する。

（一部新規）地域捕獲力強化促進事業費（農林水産部） ２７，８６３千円

農林水産被害の低減に向けた野生鳥獣の個体数減少のため、囲いわな方式によ

るニホンザルの大量捕獲技術の開発を行う。また、市町間連携による一斉捕獲の

取組等を支援する。

〈緊急課題解決１０ 地域を守る産業廃棄物の不適正処理是正プロジェクト〉

環境修復事業費（廃棄物対策局） １，５７９，０６４千円

住民の安全・安心を確保するため、産業廃棄物が不適正処理された事案のうち、

４事案（桑名市五反田、桑名市源十郎新田、四日市市大矢知・平津、四日市市内

山）について、国の支援を得て行政代執行による環境修復事業に着手する。



17

Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト

〈新しい豊かさ協創１ 未来を築く子どもの学力向上協創プロジェクト〉

（一部新規）みえの学力向上県民運動推進事業費（教育委員会）６，２９７千円

県民総参加による学力向上の取組を充実するため、広報・ＰＲ活動を進めるほ

か、地域で開催される研修会等に「みえの学力向上県民運動推進会議」の委員を

講師として派遣するなど、市町等の取組を支援する。また、「まなびのコーディネ

ーター」を活用して、地域の教育力を生かし、子どもたちの学びを地域で支える

「みえの学び場」づくりを推進する。

（新規）学力向上のための読書活動推進事業費（教育委員会）２０，０００千円

子どもたちの学力向上を目的に、専門性の高い図書館司書の有資格者を派遣し、

司書教諭や担任等に対して学校図書館を活用した授業の支援等を行うとともに、

家庭における読書習慣を身につけることができるよう、家族で読書を楽しむ「フ

ァミリー読書」を推進する。

（新規）高校生学力定着支援事業費（教育委員会） ３，３８１千円

高校生の義務教育段階の学習内容を含めた基礎的・基本的な学力の定着・向上

を図るため、モデル校を指定し、国語・数学・英語の学力や学習状況等を把握す

るとともに、課題の洗い出しとその分析を行い、教材開発や効果的な指導方法等

を研究する。

（新規）フューチャー・カリキュラム実践研究事業費（教育委員会）

４，４０８千円

学習指導要領の趣旨及び内容を踏まえ、小中学校における「学ぶ喜び」、「わか

る楽しさ」の創造に向けた授業改善を一層充実させるため、フューチャー・カリ

キュラム実践研究委員会及び小中学校の教科別のプロジェクトチームを設置し、

授業改善モデルの作成に向けた実践研究に取り組む。また、授業改善モデルの普

及を図るため、公開研究授業を行い、教職員の授業力向上をめざす。

（新規）いじめを許さない「絆」プロジェクト事業費（教育委員会）

３８，４９８千円（再掲）

〈新しい豊かさ協創２ 夢と感動のスポーツ推進協創プロジェクト〉

競技スポーツジュニア育成事業費（スポーツ推進局） ３７，０５０千円

本県で行う国民体育大会やインターハイに向けた中長期的な競技力向上を図る

ため、指導者の資質向上やジュニア世代への働きかけを強化していく。
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みえのスポーツ地域づくり推進事業費（スポーツ推進局） ２，９４４千円

スポーツを地域の経済や観光の振興につなげる市町の取組や市町が開催するス

ポーツイベント等にメディカルサポートやトップアスリートを派遣するなどの支

援を行い、地域スポーツの推進及び地域の活性化に取り組む。

みえのスポーツ応援事業費（スポーツ推進局） ３，４９４千円

スポーツを通した地域の活性化について検討する「みえのスポーツ・まちづく

り会議」を開催するとともに「みえのスポーツ応援隊」（スポーツボランティアバ

ンク）の普及啓発・育成及び活用を促進していく。

〈新しい豊かさ協創３ スマートライフ推進協創プロジェクト〉

（新規）バイオリファイナリー推進事業費（雇用経済部） １２，３０８千円

非可食性バイオマスを原料とした燃料や化成品の製造に向けた研究プロジェク

ト化をめざすため、コンビナート企業等と連携して研究会の設置を行う。

（一部新規）木質バイオマスエネルギー利用促進事業費（農林水産部）

９，９０１千円

木質バイオマス原料の安定供給体制を構築するため、供給事業者への設備支援

等を行う。また、平成 26 年度稼働予定の発電施設の原料需要に対応するため、未

利用原木ストックヤードの確保を支援する。

農村地域自然エネルギー活用推進事業費（公共）（農林水産部）

７５，５００千円

地域の活性化や災害時の電力確保を図るため、農業用水を利用した小水力発電

施設の整備等を行う。

〈新しい豊かさ協創４ 世界の人びとを呼び込む観光協創プロジェクト〉

（一部新規）三重県観光キャンペーン推進協議会負担金（観光・国際局）

２０１，２００千円（再掲）

（新規）日台観光交流推進事業費（観光・国際局） １５，８３０千円

台湾からの観光客の拡大を図るため、「2013 日台観光サミット in 三重」を開催

するなどの取組を行う。
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〈新しい豊かさ協創５ 県民力を高める絆づくり協創プロジェクト〉

ＮＰＯの自立した活動を支える基盤づくり事業費（環境生活部）

１，５３０千円

県民の皆さんの参画を促し、ＮＰＯ活動の促進を図るため、平成 24 年度に策定

する「夢をかたちにするまちづくり～『新しい公共』のヒント集」の内容を広く、

県民、ＮＰＯ、企業、行政等へ周知するとともに、ＮＰＯ等の実践活動発表会等

を行う。

「美し国おこし・三重」推進事業費（地域連携部） １６８，４６３千円

平成 26 年の「美し国おこし・三重」県民力拡大プロジェクトに向けて、パート

ナーグループの活動のさらなる磨き上げと、県民の一層の参加・参画を促進する

ため、「プレ縁博みえ」などのプレイベントを実施する。

Ⅲ 南部地域活性化プログラム

（新規）幹線道路を活用した誘客促進事業費（南部地域活性化局）

１２，９０３千円

南部地域への誘客を促進するため、複数市町が連携して取り組む幹線道路（サ
ニーロード、国道42号）を活用した取組を支援する。

（新規）婚活支援事業費（南部地域活性化局） ２，８５６千円

若者世代の流出や少子化が著しい南部地域において、市町等が行う婚活支援の

取組を支援する。

（新規）地域資源を活用した雇用創出事業費（南部地域活性化局）

５，２５０千円

南部地域の新たな雇用の創出を促すため、地域資源を活用した新しい事業展開

や事業拡大を行う事業者に対し支援する。

（新規）熊野古道世界遺産登録 10 周年事業費（南部地域活性化局）

１６，０００千円（再掲）
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（参考） 国からの給与費削減要請への対応

国の「平成２５年度地方財政対策」において、地方公務員給与費の減額等が計上

されたことに伴う対応

① 地方公務員給与費の削減による歳入減（現時点で試算した影響額）

地方交付税・臨時財政対策債の減額 △７４億円

義務教育費国庫負担金の減額 △ ９億円

計 △８３億円・・・(a)

② ①の歳入減については、当面の対応として、人件費の一部の予算計上を見送る

とともに、財政調整基金の緊急対応分（１０億円）を取り崩し

人件費の一部の予算計上見送りによる減額 △７５億円・・・(b)

財政調整基金の緊急対応分の取り崩し △ ８億円 (a)－(b)

③ 給与削減額に見合った事業費として設定された特別枠のうち、地方交付税・臨

時財政対策債で措置される「地域の元気づくり事業費」については、現時点で試

算した相当額を財政調整基金に積み立て

財政調整基金への積み立て ３０億円


